
和歌山県移住者農林水産就業補助金交付要綱 
 
 
                                                   平成２４年４月２日制定 

平成２７年９月７日改正  
平成２９年４月１日改正  

 
（趣旨） 
第１条 知事は、現役世代の和歌山県への移住を促進し、県内各地域の振興を図る 

ため、県外から県内の「移住推進市町村(地域)」へ移住し農林水産業に就業する
者に対し、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、その交付に関しては、和
歌山県補助金等交付規則（昭和６２年和歌山県規則第２８号。以下「規則」とい
う。）及びこの要綱に定めるところによる。 

 
 
（定義） 
第２条 この要綱において「移住推進市町村（地域）」及び「受入協議会」とは、 

次の各号に定めるところによる。 
 
（１）「移住推進市町村（地域）」とは、市町村職員によるワンストップ相談員を

配置し、受入協議会を設置して移住を推進している和歌山県内の市町村地域) 
 
（２）「受入協議会」とは、移住推進市町村(地域)の住民等で構成され、移住を 

推進している協議会 
 
  
（補助対象者） 
第３条 補助金の交付対象者は、移住推進市町村（地域）及び受入協議会の支援を 

受けて同市町村へ移住し、概ね１０年以上定住する意志を持ち、新たに農林水産
業に就業する者で別に定める要件を満たす者とする。ただし、次に掲げる要件に
該当する者は、補助対象外とする。 
 
ア 和歌山県暴力団排除条例（平成２３年和歌山県条例第２３号）第２条第３号 

の暴力団員等又は同条第１号の暴力団若しくは同条第２号の暴力団員と密接な
関係を有する者 

 
イ 禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わらない者又はその刑の執行を 

受けることの無くなるまでの者 
 
 
（補助対象事業） 
第４条 補助対象となる事業は、要綱第 3 条で規定する補助対象者が県内で農林水 

産就業にあたり、その就業に必要な機械設備等の整備を行う事業とする。 
 
 
（交付の対象経費及び補助率） 
第５条 補助対象事業における補助対象経費及び補助率・補助限度額は次のとおり 

とする。 
対 象 経 費  補助率・補助限度額 
 
別に定める経費  
※ただし、消費税及び地方消費税は対象外 
 

 
(補助率) １０分の１０ 
(限度額) ５０万円 
 

  



（交付申請書の添付書類の様式等） 
第６条 規則第４条に規定する補助金等交付申請書に添付すべき書類の様式等は次 

のとおりとする。 
 
書  類 

 
様  式 

 
提出部数 

 
提 出 期 限 

 
移住者農林水産就業計画
書及び収支予算書 
 

 
別記第１号様式 
 
 

 
 正１部 
 副２部 
 

 
別途知事が指定する日 
 
 

 
 
（交付条件） 
第７条 規則第６条の規定により補助金の交付に付する条件は、次に掲げるとおり 

とする。 
（１）次に掲げる事項のいずれかに該当する場合においては、あらかじめ知事の承 

認を受けること。 
    

ア 補助事業の内容を変更しようとする場合。（補助事業の達成に支障を来す   
   ことなく、かつ事業効率の低下をもたらさない事業計画の細部の変更を除く。） 
    

イ  補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合。 
 
（２） 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は当該補助事業の遂行が困難に 

なった場合においては、速やかに知事に報告してその指示を受けること。 
   
（３）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後 

においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その利用にあたっ
ては、事業の継続に向けて効率的な運用を図らなければならないこと。 

 
（４）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、知事の承認を 

受けないで、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならないこと。 
 
（５）補助金の収支に関する帳簿を供え、領収書等関係書類を整理し、並びにこれ 

らの帳簿及び書類を補助金の交付を受けた年度終了後 5 年間保存しなければな 
らないこと。 
 

（６）補助事業完了後５年間は、各年度の事業の状況について知事に求められ
た場合、事業状況報告書（別記第２号様式）を知事に提出しなければなら
ないこと。 

 
 
（変更の承認） 
第８条 前条第１号の規定により知事の承認を受けようとする場合には、移住者農 

林産就業補助金変更交付申請書（別記第３号様式）を知事に提出しなければなら
ない。 

 
（実績報告書の添付書類の様式等） 
第９条 規則第１３条に規定する補助事業等実績報告書に添付すべき書類の様式等 

は、次のとおりとする。 
書 類 様  式 提出部数 提 出 期 限 

 
移住者農林水産就業
補助金実績報告書 
 

 
別記第４号様式 
 
 

 
 正１部 
 副２部 
 

 
知事が別に定める。 
 
 



（補助金の額の確定） 
第１０条 知事は、補助対象事業により整備された施設等について現地で検査を行 

ったうえで、その報告に係る事業の成果が補助金の交付決定の内容に適合するか
どうかを検討し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定するも
のとする。 

 
２ 前項の現地での検査は、申請者の立会いのもと行うこととし、申請者は現場で 

の立会いを求められたときは、特別の事情のない限り協力しなければならない。 
  
 
（補助金の交付） 
第１１条 知事は、前条の規定に基づく補助金の額の確定を行ったのちに、原則精 

算払により補助金を交付する。 
 
２ 補助金の交付の目的を達成するために必要と認められるときは、前項の規定に 

かかわらず概算払（別記第５号様式）により補助金を交付することができる。ただ
し、概算払の金額は必要かつ最小限度の範囲内とする。 

 

 
（書類の経由） 
第１２条  規則又はこの要綱に基づき提出する書類は、移住推進市町村長及び当該 

市町村を管轄する振興局長を経由するものとする。この場合において、当該市町
村長は、別記第６号、第７号、第８号、第９号様式により、それぞれ進達を行う。 

 
 
（財産処分の制限） 
第１３条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産で、 

次に掲げるものを、事業完了後に譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供
する場合、知事の承認を受けなければならない。 

 
（1）不動産及びその従物 
（2）取得価格又は効用の増加価格が５０万円以上（消費税及び地方消費税の

額を除く。）の機械及び器具 
（3）その他知事が特に必要があると認めて指定するもの 
 
ただし、補助事業者等が補助金の全部に相当する金額を県に納付した場合又
は減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）
に定められている期間若しくはこれに準ずるものと認められる期間を経過し
た場合は、この限りでない。 

 
 
（その他） 
第１４条  この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関して必要な事項につい 

ては知事が別に定める。



 


